
書式第 8号 (法第 10条 。第 25条関係)

設立・定款変更用

令和 8年度 事 業 計 画 書

特定非営利活動法人特定非営利活動法人富齢者賃貸住宅普及支援機構

1 事業実施の方針
初年度を全国展開に向けた基盤構築の年と位置づけ、東京都を拠点に高齢者の賃貸入居問題の周知と支援

体制づくりを進める。行政・不動産・福祉 。医療等との連携体制を整え、講演会や説明会を通じて社会的理解

を広げるとともに、情報発信を強化する。認定拠点の設置とそのネットワーク拡大、モデル事例の創出を図り、

将来的な全国展開に資する支援スキームを確立する。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業               (事 業費の総費用 【7950】 千円 )
定秋 に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

高齢者が安心
して居住でき
る賃貸住宅の
普及及び確保
に関する調査
研究、情報提供
及び相談支援
事業

肩齢であることを理由に
賃貸住宅への入居が困難
となつている高齢者の居
住環境の改善を目的とし
て、不動産事業者や賃貸住
宅の家主等に対し、高齢者
入居に関する課題や対応
方法について情報提供及
び助言を行うとともに、関
係機関と連携 した支援体
制の構築。

月 12回 東
京都内
及び全国

15名

高齢者及
びそ の家
族 、大家
業、不動産
業

年 260名

3450
高齢者の入居を検討する
賃貸住宅の家主及び不動
産事業者からの相談を受
け付け、高齢者の年齢や生
活状況等に配慮 した入居
対応に関する情報提供を
行うとともに、入居に際し
て必要となる関係機関と
の連絡調整や助言等の相
談支援。

月 12回 東
京都内
及び全国

15名

高齢者及
びその家
族 、大家
業、不動産
業

年 2m名

高齢者住宅に
関わる事業者・
団体・自治体等
との連携によ
るネットワー
ク構築及び地
域拠点 (認定拠
点)の育成事業

高齢者住宅に係る不動産
事業者、福祉関係団体等
と、各地の居住支援協議
会、社会福祉協議会、居住
支援法人等の関係機関と
の連携を図り、情報共有や
意見交換を行 うネットワ
ークの構築。

月 12回
東京都内
及び全国

15名
高齢 者 住
宅 に 関 わ

る事業者
年 160名

3300

高齢者が入居可能な賃貸
住宅の普及及び本法人の
活動を地域に広げること
を目的として、本法人の
趣旨に賛同し、高齢者の
住まいに関する相談対応
や情報提供等の活動を行
う不動産事業者等を当法
人が作成 した認定基準等
に合格 した認定拠点とし
て育成 し、関係機関と連
携 した支援体制の構築。

月 4回 東京都内
及び全国

11名

高齢者及
びその家
族 、大家
業、不動産
業

認定拠点
年 50件
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月 4回 及 び 全
国、オン
ライン

東京都内

11名

不動産事
業者、介護
福祉業者、
支援者等

年 360名 1200

(2)そ の他の事業 (事業費の総費用【4(Ю】千円)
定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

事業費
(千円)

セ ミナー・研
修・講演等に付
随する受託事
業および教材・
出版物等の販
売事業

終活及び相続における住まいの課題に焦点を当
て、高齢者の住環境や賃貸住宅に関する理解促進
を目的として、自治体、関係団体、事業者等から
の依頼を受けてセミナー、研修、講演等を実施す
る受託事業と、これらの事業に付随して、終活や
相続と住まいに関する知識の普及を図るための
教材、冊子、資料等の制作及び販売。

随時
法人事務
所

2名 300

不動産事業者・
終活関連事業
者等 との連携
による紹介料
等の収入に関
する事業

不動産事業者や終活関連事業者等と協働し、高齢
者の住まい及び終活に関する多様な相談ニーズ
に的確に対応するため、士業及び専門家との連携
体制を整備し、相談内容に応じた専門家の紹介及
び調整を行う事業を実施する。
併せて、当該事業に付随し、連携先事業者等から
所定の紹介手数料を受領する。

随時
東京都内
及び全国

2名 100



書式第 8号 (法第 10条 。第 25条関係)

設立・ 定款変更用

令和 9年度 事 業 計 画 書

特定非営利活動法人宙齢者賃貸住宅普及支援機構

1 事業実施の方針

初年度に構築した連携体制と周知活動を基盤として、東京都内での実践的支援の拡充と他地域
への展開準

備を進める。高齢者の賃貸入居支援モデルを具体化し、行政・不動産・福祉・医療機関との協働による相談対

応やマッチング事業を本格的に開始する。認定拠点との連携を深め、地域特性に応じた支援手法の検証を行
い

ながら、広報や研修等を通じて全国的な普及体制の整備を進める。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【97∞】千円 )

ψ

足款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受査
対象者
人数 _

事業費
(千円)

高齢者が安心
して居住でき
る賃貸住宅の
普及及び確保
に関する調査
研究、情報提供
及び相談支援
事業

賃貸住宅への入居が困難
となっている高齢者の居
住環境の改善を目的とし
て、不動産事業者や賃貸住
宅の家主等に対し、高齢者
入居に関する課題や対応
方法について情報提供及
び助言を行うとともに、関
係機関と連携した支援体

月 12回
東京都内
及び全国

15名

高齢者及
び その家
族 、大家
業、不動産
業

年 3∞ 名

31■Ю

賃貸住宅の家主及び不動
産事業者からの相談を受
け付け、高齢者の年齢や生
活状況等に配慮した入居
対応に関する情報提供を
行うとともに、入居に際し
て必要となる関係機関と
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団体。自治体等
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るネットワー
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域拠点 (認定拠
点)の育成事業
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る事業者
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11名

不動産 事
業者、介霞
福祉業者、
支援者等

年 400名 1950

(2)その他の事業 (事業費の総費用 【450】 千円)

足歌 に記載
された
事業名

事業内容 同時 場所
従事者
人数

事業費
(千円)

ミナー・研
・講演等に付
する受託事
および教材・

版物等の販
事業

セ
修
随
業
出
売

終活及び相続における住まいの課題に焦点を当
て、高齢者の住環境や賃貸住宅に関する理解促進
を目的として、自治体、関係団体、事業者等から
の依頼を受けてセミナー、研修、講演等を実施す
る受託事業と、これらの事業に付随して、終活や
相続と住まいに関する知繊の普及を図るための
教材、冊子、資料等の制作及び販i二_____

随時
法人事務
所

2名 350

不動産事業者・
終活関連事業
者等 との連携
による紹介料
等の収入に関
する事業 所定の紹介手数料を生鐘立埜。

不コ52臣F薬看や終活関連事業者等と協働し、高齢
者の住まい及び終活に関する多様な相談ニーズ
に的確に対応するため、士業及び専門家との連携
体制を整備し、相談内容に応じた専門家の紹介及
び調整を行う事業を実施する。
併せて、当該事業に付随し、連携先事業者等から

随時
東京都内
及び全国

2名 10Ю



書式第 10号 (法第 10条・ 第 25条関係 )

令和8年度 活動予算書 (その他事業が塾_登場合)
特定非営利活動法人高齢者賃貸住宅普及支援機構

.単イ立 :円

科 目
特定非営利活動に係る事業

金  額  小計・合計
その他事業

額  小計・合計金
合計

1

正会員受取会費
贅助会員受取会費

2

受取寄附金
施設等受入評価益

受取補助全

4
(1病齢者が安心 L`計件できる簑晰にてυ'督ヽ及び確保.=関する調査研究.情報提供晟び
相談支援事業

(2)高齢 者住宅 に関わ る 事業′ .11体・ 自治体 等 との連携 ,こ よるネ ッ トワー ク情
葉及び地域拠点 嘲 定拠点)の●成すヽ
(3病齢者の居住.属 祉.介議.医摯.権 |1擁議.格続.財産管理等に関■る.1
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ヽの開催事実

(1)tミ 十一 ■■修・
=凛
ヽ1=仕鮨する

'κ
事業および致材・出版物ヽの販売,

実
(5,不動産事業者・終澪関連

'黎
=ヽ
どの蓬携 (■ よる紹介■等の収人に間する,

受取和息

4.100.000
1.650,()00

2.150.000

0 4.100,000

300.000
300.()00

0 300,000

0 0 0

6.750.000

600.000

1.950.000

1.200.0()0

800.000

100.000

100

7.550,000

0 0 (]

11 150 000 11.950.000

1

2

(1)人件贅
給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

7.200.000
7.200,000

0

0

0

0 7,200.000

(2)その他経費
会議費
旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本費

750.000
300.000
300.000
0

0

150.000

400.000
50.0()0

50.000

300,000

1.150,000

7.950.000 400 00( 8.350.000

(1)人件費
役員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費

1.100.∞ 0 1,100.000

(2)その他経費
消耗品費
水道光熱費
通信運搬費
地代家賃
旅費交通費
減価償却費

980 000
200.000
120.000
240.000
360,000
60.000
0

0 980,000
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10.030 000 10.430.000
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書式第 10号 (法第 10条・第 25条関係 )

令和9年度 活動予算書 (その他事業が塾五場合)
設立・定款変更用

,寺 非 利活動法人高齢者賃貸住宅普及支援機構

V

||‖上 :|||

その他事業

金  額  小針・合計
合計科 日

特定非営利活動に係る事業

金  額  小計・合計

3.430,0003.430 000
0

3.430,000

9.835,000
11)高 齢者が,tl_て ■千1_(=う 質情住宅″ど支及下籠ヽ

=目
→う調査nt.ヤ,響姜度及び

"談
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(2)高齢者住● [関わる●莱
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Цド・ 自お体等との連携によるネントワ
~夕 構

築及び地
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L点 (認 it拠点)の育t事業
(3)高齢者のぼ●:.簡 ,1.″議.に素.権利輌二
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緯 .け工 1ヽ ■ヽ、1関する.=
習会.研修会.勉強会.tミ 十一等あ開催事業
(1)セ ミ十一・研修・請演年に■随する受話事業および秋材・出収物年の販売事

業
(5)不動産事業を・終r晰墜事業

“

ヽとの連携による紹介|,,の 収人に関→る事
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600.000

6.435、 000

1,800,000

8.835.000 1.000.000

500,000

500.000

0

1 000.00( 13.265.000

8.800.000
8,800,000

0

0

0

8,800,000

350,000
350.000
0
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200.000

1     900.000 450.000

350000

50,000
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1,350.000

10.150.000450.00(

120.000120.000
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(1
給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

会議費
旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本書

役員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費

消耗品費
水道光熱費
通信運搬費
地代家賃
旅費交通費
減価償却費

1.120.000 | 0 1,120.000
450 000 11.270.000
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